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第１章 建設関連業務総合評価方式の概要 

◎本追補版は、技術提案チャレンジ型について内容を取りまとめたものであり、本追補版に記載

のない事項については「宮城県建設関連業務総合評価落札方式（簡易型・標準型）の手引き」

を参照すること。なお、技術提案チャレンジ型の取り扱いについては簡易型（実施方針型）を

準用するとともに、技術提案チャレンジ型の総合評価技術資料は「様式－チャ１」を使用する

ものとする。 

１－１ 総合評価方式の選択 

技術提案チャレンジ型については価格以外の評価において、実績を求める評価項目を無く

し、施工計画等の評価割合を高くすることで、新規参入企業や受注実績の少ない企業の受注

機会拡大を図ることを目的としたものである。なお、技術提案チャレンジ型については前年

度において、発注業種（部門）・等級における本県の受注実績（契約）がないことを入札参

加条件とする。ただし、100 万円未満及び随意契約によるもの、発注等級（混合入札の場合

は各々の等級）よりも下位の実績を除く。 

１－２ 適用の意義 

総合評価落札方式の適用により、より必要な技術的能力を有する者が履行することとな

り、業務の品質の確保や向上が図られ、成果の品質の向上・新技術の導入・効率的な業務の

履行・設計ミスの未然防止等による総合的なコストの縮減、環境対策、労働福祉対策が効率

的かつ適切に図られることにより、現在かつ将来の県民に利益がもたらされる。 

また、民間企業が技術力競争を行うことによりモチベーションの向上が図られ、技術と経

営に優れた健全な企業が育成されるほか、価格以外の多様な要素が考慮された競争が行われ

ることで、適切な公共調達の執行環境が整備されることも期待される。 
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１－３ 入札契約方式における技術力評価のしくみ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．事前に仕様を確定可能であるが、入札者の提示する技術等によって、調達価格の差異 

に比して、事業の成果に相当程度の差異が生ずることが期待できる業務であるか否か。 

３．当該業務の実施方針以外に、課題に関する技術提案を求めることに  

よって、品質向上を期待できる業務であるか否か。 

価格競争 標 準 型 プロポーザル 

◆企業及び技術者の実績を評価 
○企業評価（資格実績等、業務の品質、社会的責任） 
○技術者評価（資格実績等、専任性） 

◆業務の理解度や実施手順等を評価 
○実施方針 
（業務理解度、実施手順、業務提案） 

◆技術提案を評価 
○各課題等について評価 
（整合性、的確性、実現性、独創性） 

◆総合評価点の算出 
◆裏付け資料の確認（落札候補者のみ） 
・入札時提出データの記入内容が適正であると判断できる資料の審査確認 
（業者及び配置管理技術者の同種業務の経験、業務成績、技術提案など） 
・必要に応じて、配置管理技術者のヒアリング 

業務完了後の履行確認（業務成績評定） 

１．当該業務の内容が技術的に高度なもの又は専門的な技術が要求される業務であって、提出された技術提案 

に基づいて、仕様を作成するほうが最も優れた成果を期待できる業務であるか否か。 

期

待

で

き

な

い

価
格
以
外
の
評
価
点 

総合評価落札方式 

価

格

評

価

点 

期待できない

簡易型（実施方針型） 
技術提案チャレンジ型 

◆価格評価点 
○各業務に応じて満点の入札率が変動 

４．実施方針を求めることによって、品質向上

を期待できる業務であるか否か。 

簡易型（実績重視型） 

期待できる

標準型        １７７点 

簡易型(実施方針型)  １２７点 

簡易型(実績重視型)  １０２点 

技術提案チャレンジ型 １２７点 

期待できる 期待できない 

期待できる期待できない

期

待

で

き

る 

価格評価        ５０点 

 

 

技術提案        ５０点 

簡易型・標準型

実施方針 ２５点

技術提案チャレンジ型 

実施方針 ４０点 

簡易型・標準型 

企業評価  ２４点

技術者評価 ２８点

技術提案チャレンジ型 

企業評価  ２５点 

技術者評価 １２点 
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１－４ 総合評価方式適用の区分 

（１）総合評価落札方式の適用区分について 

総合評価落札方式の適用にあたり、各方式を選定する際の基本的な考え方は下記のとおりと

する。 

 

●技術提案チャレンジ型 

総合評価落札方式を選定した場合において、新規参入企業や受注実績の少ない企業の受注機

会拡大を図ることを目的とし、かつ当該業務の実施方針を求めることによって、品質向上を期

待できる業務の場合に適用する。 

 

（２）標準的な業務内容に応じた発注方式事例について 

標準的な業務内容を「知識」と「構想力・応用力」に応じて各事業毎に分類した発注方式の

選定例を示す。実際の適用にあたっては、業務内容及び求める品質により執行者が判断する。 

 
【凡例】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

技術提案チャレンジ型  

3



第３章 総合評価落札方式における審査評価 

３－１ 総合評価算定基準 

１ 総合評価点の算定方法 

（１）総合評価は、入札参加者のうち、次のいずれの要件も満たすものを対象に行う。 

ア 入札参加者が公告に定めた必要な要件を満たし、無効でないもの。 

イ 価格以外の評価を行うため、入札公告で定めた技術等の資料（以下「総合評価技術資

料」という）を提出したもの。 

ウ 入札価格が予定価格の範囲内の価格もの。 

エ 入札価格が調査基準価格を下回る場合、履行能力確認調査における数値的判断基準で失

格とならないもの。 

（２）価格評価点と価格以外の評価点の配点は、次のとおりとする。 

ア 価格評価点 

技術提案チャレンジ型                ５０．００点 

 

イ 価格以外の評価点 

技術提案チャレンジ型                ７７．００点 

 

ウ 総合評価点 

技術提案チャレンジ型               １２７．００点 

 

※評価点は、小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位とする。 
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価格以外の評価項目一覧 

【技術提案チャレンジ型】 

 
  

評価項目 配点 倍率 評価点

業務の品質 品質管理 ISO9001の認証取得 10 0.2 2

社会的責任 地域貢献 過去2年度の会社としてのボランティア活動の実績 10 0.5 5

環境対策 ISO14001又はみちのくEMSの認証取得 10 0.2 2

労働福祉 障害者雇用状況 10 0.5 5

働き方改革 「女性のチカラを活かす企業」の認証取得 10 0.5 5

地理的条件 本社・本店の所在地及び所在年数 10 0.6 6

業務実施体制 再委託状況 -30～0 0.2 -6～0

事故及び不誠実な行為 過去1年以内の指名停止または文書警告 -30～0 0.2 -6～0

小計 60 25

資格・実績等 資格要件 技術者資格等 20 4

継続的学習状況 20 4

専任性 専任性 手持ち業務数 20 4

小計 60 12

業務理解度 業務の目的・ 業務の目的と設計条件の理解度

設計条件

実施手順 業務実施手順 業務実施手順の妥当性等 20 0.5 10

業務に対する提案 業務の手法 照査における具体の手法・工夫等 20 0.5 10

その他 有益な代替案や重要事項の指摘等 20 0.5 10

小計 100 40

合計 220 77

（備考）

４．虚偽の申告による入札は無効とする。

実

施

方

針

１．価格以外の評価点＝配点（得点）×倍率とする。

２．価格以外の評価点は、入札者の自己申告調書（実施方針を除く）により評価する。

40 0.25 10

評価の視点

企

業

評

価

技

術

者

評

価

0.2

３．落札候補者（総合評点の最高得点者）が決定した段階で、落札候補者のみから確認資料の提出を求める。
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３－２ 総合評価技術資料作成要領 

１ 入札参加時 

入札参加者は「宮城県建設工事等総合評価支援システム」（以下「システム」とする。）

により提出資料を作成し提出するものとする。 

システムの操作方法は、「宮城県建設工事等総合評価支援システム操作マニュアル」によ

るものとする。提出資料は、『総合評価技術資料』と『参考資料－１』からなっている。 

システムによる入力項目は、以下の通りとする。 

［総合評価技術資料及び参考資料］ 

システム入力画面名称 

発注者が 

出力する 

様式番号 

入札参加者が画面より 

入力する項目 

技術提案チャレンジ型 

基本事項 － ○ 

価格以外の評価項目及び評価基準 様式－チャ１ ○ 

実施方針 

 

実施方針 様式－チャ２ ○ 

工程表 様式－チャ２ｂ、２ｃ ○ 

資格・実績／社会的責任 

／地域貢献の状況 

参考資料－１ ○ 

『参考資料－１』とは、入札参加時において、入札参加者が技術資料を作成する際の取り

まとめる資料として活用する。技術資料（様式）に入力された内容と参考資料－１でくいち

がいがある場合は技術資料（様式）を優先する。総合評価技術資料は、当該業務の管理技術

者が自らの責任において作成することが必要である。提出資料は、『総合評価技術資料登

録』画面から各登録画面へ画面遷移するので入力し登録する。 

 

２ 落札候補者となった時 

落札候補者となった者は以下の書類を提出すること。 

イ 企業評価関連 

・ISO9001 及び 14001、みちのく EMS 認証取得に係る登録証及び付属書の写し（入札参加登

録時と変更があった場合） 

・障害者雇用状況報告書（報告義務企業において、入札参加登録時と変更があった場合） 

・「女性のチカラを活かす企業」の認証書の写し（入札参加登録時と変更があった場合） 

・登記事項証明書（履歴事項全部証明書に限る）の写し 

・ボランティア活動の実績として、公的機関からの感謝状、証明書、報告書や第三者の評

価（新聞の切り抜き）等、企業として参加を証明する資料 

ロ 配置技術者評価関連 

・登録証等（写し） 

・各団体の発行する継続教育（CPD）の証明書（写し） 
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ハ その他 

・発注者が指示する書類 

 

３ 記載内容に関する留意事項 

基本事項 

入札参加承認番号、会社名、記入者名（配置する管理技術者）、管理補助技術者を配置す

る場合は補助対象者の氏名・年齢・性別を入力する。ここで入力された項目は各様式で使用

されるので正確に記載すること。 

価格以外の評価項目及び評価基準（様式－チャ１） 

評価の視点の企業評価（資格・実績等、業務の品質、社会的責任及び業務実施体制）は、評価

項目に対する評価基準値を１つ選択する。 

技術者評価（資格・実績等及び専任制）は、各評価項目に対する評価基準値を１つ選択する。 

実施方針（様式－チャ２） 

課題（１～４）への具体的な内容の入力については「価格以外の評価項目における評価基

準」に基づき記載すること。 

記載にあたっては、文章での表現とし、図や写真を添付せず、各課題 700 文字以内で記載

する。 

業務工程表（様式－チャ２ｂ、様式－チャ２ｃ） 

①発注時の履行期間内で、本業務の概略の工程（初回打合から納品まで）を記載する。 

なお、入札公告に履行期限の変更予定が記載されている場合は、その期間内とする。 

②工程表は、バーチャートとし、工程表画面から入力を行う。 

③様式－チャ２ｃには、工程表のクリティカルや業務実施手順の考え方などについて簡潔

な説明を 700 文字以内で記載する。 

「参考資料－１」 

資格・実績／社会的責任／地域貢献の状況 

当評価項目の要件等は本手引き「第３章総合評価落札方式（標準型・簡易型）における審

査評価－価格以外の評価項目における評価基準」による。 
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３－３ 評価項目の錯誤及び虚偽の判断基準の例 

 
  

虚偽

点数変更なし 最低点再評価
企業実績どおりの評

価
無効

業務の品質 ISO9001の認証取得 下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合

過去2年度の会社としてのボランティ
ア活動の実績

下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合

ISO14001又はみちのくEMSの認証取得 下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合

障害者雇用状況 雇用状況より少ない
申告

雇用状況より多い申
告で転記ミス等説明
できる場合

「女性のチカラを活かす企業」の認
証取得

下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合

地理的条件 本社・本店の所在地及び所在年数 下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合

業務実施体
制

再委託状況 下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合

事故及び不
誠実な行為

過去1年以内の指名停止または文書警
告

過去1年以前の不誠
実な行為の申告

認識違い、転記ミス
等説明ができる場合

公告日翌日以降落札
者の決定までに該当
行為があった場合
は、発注者が減点措
置を講じる。

資格・実績
等

技術者資格等、継続的学習状況 下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合、
評価対象外の資格・
実績

専任性 手持ち業務数 下位配点区分での申
告

上位申請で転記ミス
等説明できる場合

業務理解度 業務の目的・設計条件

実施手順 業務実施手順

業務の手法

その他

企
業
評
価

説明できない架空の
申告をした場合

実
施
方
針

発注者が設定した評価課題のうち1項目でも全く記載が無い又は全て不適切の場合
（業務に対する提案の「その他」は未記入でも可）は無効とする。

ヒアリングについては開札後、ヒアリングの指定日時に配置技術者が出席出来ない
場合無効とする。

※不適切評価とは、無意味な文字、文章や、業務とは無関係な文書を記載したもの
である。

業務に対す
る提案

配布ファイルを意図的に改変したり、総合評価支援システムの誤動作等を悪用して評価に反映させた場合は無効としたうえで、県工事請負業
者等審査会において審議の上処分を決定するものとする。

評価項目

錯誤

社会的責任

技
術
者
評
価
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３－４価格以外の評価項目における評価基準 

技術提案チャレンジ型の評価項目については、宮城県建設関連業務総合評価落札

方式（簡易型・標準型）の手引きを参照すること 
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価格以外の評価項目における提出資料・確認方法 

 

 

 

  

評価項目 提出資料（落札候補者のみ） 確認方法

業務の
品質

ISO9001の認証取得 ・資料不要

【入札参加登録時以降に認証取得した場合】
・登録証及び付属書の写し

発注者にて確認又は左記資料の確認

過去2年度の会社として
のボランティア活動の実
績

・企業の社会的責任等（CSR)の実績についての活動
　要領及び企業として参加・支援したことが確認でき
　る報告書、公的機関（施設管理者）の証明書、感謝
　状、御礼状など
※活動に関する覚書、協定又は活動要領等に基づか
　ない活動は、これらの資料は提出不要

左記資料の確認

ISO14001又はみちのく
EMSの認証取得

・資料不要

【入札参加登録時以降に認証取得した場合】
・登録証及び付属書の写し

発注者にて確認又は左記資料の確認

障害者雇用状況 ・資料不要

【入札参加登録時以降に変更があった場合】
・法定雇用義務がある企業は、直近で申請した障害者
雇用状況報告書の写し
・法定雇用義務のない企業は、障害を証明するものの
写し及び常勤性を確認できるものの写し

発注者にて確認又は左記資料の確認

「女性のチカラを活かす
企業」の認証取得

・資料不要

【入札参加登録時以降に認証取得した場合】
・「女性のチカラを活かす企業」の認証書の写し

発注者にて確認又は左記資料の確認

地理的
条件

本社・本店の所在地及
び所在年数

・登記事項証明書（履歴事項全部証明書に限る）の写
　し
・登記事項証明書で証明書できない場合は、公的に証
明できる資料の写し（入札参加登録や変更届等、所在
地や所在年数が確認できる資料の写し）

左記資料の確認

業務実
施体制

再委託状況 － 業務委託費内訳書で確認（外注費）

事故及
び不誠
実な行
為の有
無

過去1年以内の指名停
止または文書警告

- 発注者にて確認

技術者資格等 ・登録証等、資格の保有状況を証明できるもの 左記資料の確認

継続的学習状況 ・継続教育の証明書の写し 左記資料の確認

専任性 手持ち業務数 － 自己申告とするが入札参加資格確認票、TECRIS及び
落札決定が分かる資料にて可能な限り確認

指定様式 指定様式への記載の確認

（備考）

　注１）発注者は、事務負担軽減の観点も踏まえ、落札候補者に対して過多な資料提出は求めないものとする。

　　　　ただし、上表に記載の資料では、申告内容の真偽を確認できない場合は、その他の資料の提出を求める場合があります。

技
術
者
評
価

資格・実
績等

実施方針

評価内容 確認方法（注１）

評価の視点

企
業
評
価

社会的
責任
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入札公告中の工事（設計図書等）に対する質問について

設計図書等に対する質問は,入札公告に記載の質問受付期間内に
電子入札システムにより提出願います。

総合評価支援システムに関するお問合せ先

宮城県建設工事等総合評価支援システム（操作方法等）
ヘルプデスクセンター
電話　050-3820-9928
受付時間　平日9時～17時30分（12時～13時を除く）
FAX　022-295-5005
E-mail：miyagihelp@efftis.jp

宮城県総合評価落札方式の手引きに関するお問合せ先

宮城県　出納局　契約課　工事契約班
電話番号　０２２－２１１－３３３６

宮城県　土木部　事業管理課　技術企画班
電話番号　０２２－２１１－３１８７


